
目標値

執行率（％） － － 34

－ － 430 － －

執行額 － － 145

繰越し等 － － － －

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 430 － －

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

－ － －

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

アジア大洋州経済協力閣僚会議場において本省と同様な執務環境を整備することで，事務効率の向上，秘密保全対策等を行い，同会場と
本省との間で円滑かつ迅速な情報共有を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

アジア大洋州経済協力閣僚会議場において，ＬＡＮの構築を行い，本省ファイルサーバー上にあるデータファイルや電子メールの利用，公
電の発受を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-4　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第三項

関係する計画、
通知等

アジア太平洋経済協力閣僚会議

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成22年度開始・終了 担当課室 情報通信課 課長 三澤　康

事業番号 164
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 ＬＡＮ関係経費 担当部局庁 大臣官房

計

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

―

(  1  ) (                )

単位当たり
コスト

145百万（円／1回） 算出根拠 　単位当たりコスト＝執行額145百万円／１回

ＡＰＥＣ会議におけるＬＡＮ環境整備

活動実績

（当初見込
み）

回
－ － 1

100

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

ＡＰＥＣ会議場等においてＬＡＮ環境を整備する
ことで，会議運営を円滑に行う。

成果実績 ％ － － 100

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －



予算監視・効率化チームの所見

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　予算要求時には，パソコンレンタルが可能な業者が見つからなかったため，リース契約前提で要求を行ったが，平成22年度の調達時に，
レンタル可能な業者が見つかったため，より安価なレンタル契約としたこと及び一般競争入札を行った結果，競争が働き，大幅に経費を減
額できた。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

　ＡＰＥＣ会議運営の目的を果たすことができた。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

　可能な限り一般競争入札を行うことで，競争性を確保
し，コスト削減を行った。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

　予算要求時には，パソコンをリース契約前提で要求を
行ったが，より安価なレンタル契約で調達を行った。○

国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

－



※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）



輸送費 機器等輸送 0.2 物品購入費 ソフトウェア購入 0.7

C. 西濃シェンカー（株） G. KDDI（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 10 計 6

物品購入費 消耗品購入 10 物品借料 ネットワーク機器借料 6

B.　沖電気工業（株） F. （株）リコー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 36

物品購入費 消耗品購入 1

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

物品借料 プリンタ借料 2 物品借料 パソコン借料 36

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　エイトレント（株） E.　（株）リコー

費　目 使　途

計 24 計 38

回線料 通信回線借料 24 物品購入費 ソフトウェア購入 38

D. KDDI（株） H.　（株）エーモード

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0.2 計 1



物品購入費 部品購入 2 物品購入費 備品購入 2

K. （株）紅和ほか2者 O. プロフェッショナル・ネットワーク・コンサルティング（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0.9

人件費 パソコン設置作業 1.0 人件費 ネットワーク配線作業 0.9

J.　（株）コスモピア N.新日鐵ソリューションズ（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 2

パソコンマスタ作成 6 物品購入費 資材購入 2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

I.　富士通（株） M. 新日鐵ソリューションズ（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費

計 9 計 4

人件費 ネットワーク設計・構築 9 人件費 技術者派遣費 4

L. 富士通（株） P. 富士通（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2 計 2



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 沖電気工業 トナー購入 10 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 エイトレント（株） プリンタ借り上げ及びトナー購入 3 2 0.33

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C.

D.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 KDDI（株） 通信回線借料 24 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 西濃シェンカー（株） 機器輸送 0.2 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



Ｅ.

F.

G.

支　出　額

10

9

8

7

6

5

4

3

2 （株）リコー ネットワーク機器借り上げ 3 1 0.71

1 （株）リコー ネットワーク機器借り上げ 3 1 0.97

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）リコー パソコン借り上げ 36 3 0.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

H.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）エーモード ソフトウェア購入 38 5 0.66

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 KDDI（株） ソフトウェア購入 0.7 6 0.95

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



Ｉ.

Ｊ.

K.

支　出　額

10

9

8

7

6

5

4

3

2 （株）コスモピア パソコン設置作業 0.4 随意契約 －

1 （株）コスモピア パソコン設置作業 0.6 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 富士通（株） パソコンマスタ作成 2 随意契約 －

1 富士通（株） パソコンマスタ作成 4 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

L.

10

9

8

7

6

5

4

3

2 富士通（株） ネットワーク設計 4 随意契約 －

1 富士通（株） ネットワーク設計 5 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5 カトウ商事（株） 物品購入 0.1 随意契約 －

4 カトウ商事（株） 物品購入 0.3 随意契約 －

3
新日鐵ソリューションズ
（株）

備品購入 0.3 随意契約 －

2
新日鐵ソリューションズ
（株）

備品購入 0.3 随意契約 －

1 （株）紅和 備品購入 0.7 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



M.

N.

10

9

8

7

6

5

4

3

2
新日鐵ソリューションズ
（株）

ネットワーク配線作業 0.4 随意契約 －

1
新日鐵ソリューションズ
（株）

ネットワーク配線作業 0.5 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
新日鐵ソリューションズ
（株）

工事資材購入 2 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

O.

P.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 富士通（株） 技術者派遣 4 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
プロフェッショナル・ネット
ワーク・コンサルティング
（株）

備品購入 2 2 0.69

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 165
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 基幹通信網設置関係経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度開始・終了 担当課室 情報通信課 課長　三澤　康

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-4　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第三項

関係する計画、
通知等

アジア太平洋経済協力閣僚会議

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

２０１０年に我が国でＡＰＥＣが開催されるところ、首脳会合及び閣僚会合の会場に開設されるロジ本部へ外務省ネットワーク回線の敷設及び回線
秘匿装置設置等の基幹通信網機器を設置を行うこと。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

ＡＰＥＣ首脳会合及び閣僚会合の会場等の各拠点を外務省の既存のネットワークに組み込むことにより、、省内ＬＡＮ，電信システム、秘匿ＩＰ電話の
利用が可能となり情報の迅速な伝達を可能となるので、ＡＰＥＣ会合における円滑ｊな事務処理が可能となる。

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

－ － －

計

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 63 － －

補正予算 －

繰越し等 － － － －

－ － 63 － －

執行額 － － 5

執行率（％） － － 7.94

成果指標 単位 20年度 21年度

％ - -

22年度
目標値

（　　年度）

ＡＰＥＣロジ本部等各拠点と外務本省との間にネッ
トワークを構築し、円滑な事務処理を可能とする。

成果実績 ％ - - １００

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

式
- - 1

１００

―

( 　１　 ) (                )

単位当たり
コスト

466万円/1式 算出根拠 単位当たりコスト＝執行額466万円／1式

ＡＰＥＣロジ本部等各拠点と外務本省とのネットワー
クを構築。

費　目 23年度当初予算 24年度要求

計

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

予算要求当初に想定していた拠点及びシステム利用
ユーザ数が実施段階でに減少した。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業で
はないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

ー 受益者との負担関係は妥当であるか。

ー 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

ＡＰＥＣにおけるネットワークシステムの構築に当たっては、実施段階において拠点数及びシステム利用ユーザ数の大幅な減少等の状況を考量
した構築したため経費の節減につながった。

－

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成22年度実績を記入

Ａ
　　【随意契約】

Ｂ
　【随意契約】

外務省
５百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

三菱電機株式会社
３百万円

沖電気工業株式会
社　　　　２百万円

ＡＰＥＣ事務局への外務省ネット
ワーク延伸に係る設計・構築

ＡＰＥＣにおける秘匿ＩＰ電話シス
テムの構築



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費
ＡＰＥＣにおける現地事務局等への外務
省ネットワーク延伸に係る設計・構築作
業等

3

計 3 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 ２０１０年日本ＡＰＥＣにおける秘匿ＩＰ電
話システムの構築

2

計 2 計 0

C. G.

金　額 金　額費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位１０者リスト
Ｂ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 三菱電機株式会社
ＡＰＥＣにおける現地事務局等への外務省ネットワーク延伸に係る設
計・構築作業等

3 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

1 沖電気工業株式会社 ２０１０年日本ＡＰＥＣにおける秘匿ＩＰ電話システムの構築 2 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 166
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 統合情報通信システム関係経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成22年度開始・終了 担当課室 情報通信課 課長　三澤　康

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-4　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第三項

関係する計画、
通知等

アジア太平洋経済協力閣僚会議

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

  ＡＰＥＣでは会議開催期間中、会議の議題に関連する案件等に関して、重要度または緊急性の高い情報を取り扱うことから、これ
らの情報を安全かつ迅速に扱うことができるシステム環境を整えることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

 重要度または緊急性の高い情報を安全かつ早急に扱うことができる電信システムを現地ロジ本部に構築し、パシフィコ横浜及び
羽田空港内の各事務所において同システムを利用できる環境を整備した。（※統合情報通信システム（電信システム）とは、外務
大臣と在外公館長との間及び在外公館長間で送受信する公電を扱う業務システムである。）

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

－ － －

計

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 27 － －

補正予算 －

繰越し等 － － － －

－ － 27 － －

執行額 － － 15

執行率（％） － － 55.56%

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －

22年度
目標値

（　　年度）

重要度または緊急性の高い情報を取り扱うた
め、会議開催期間中、システムを継続して安定
稼働させる。

成果実績 ％ － － 100

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

人
－ － 218

100

―

－ － (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　６８，８５４（円／人） 算出根拠
　１５,０１０,２６０円（本件システム構築経費総額）／２１８ユーザー（シ
ステムの利用ユーザー数）

システムの利用ユーザ数　２１８人。

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

計

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

予算要求当初に想定されていたシステムの利用ユー
ザー数が実施段階で大幅に減少したため。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

システムの構築上随意契約が多くなっているが、随意契
約以外での対応できる案件については、可能な限り競争
性を確保した。また、構築にあたっても必要かつ最小限
とし、コスト削減を行った。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

　ＡＰＥＣ会議運営の目的を果たすことができた。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

  本事業は大規模な国際会議等において、会議の議題に関連する内容等、重要度または緊急性の高い情報を安全かつ迅速に扱うことがで
きるシステム環境を整えることを目的とするため、国益に関する情報を安全に取り扱う上で必要な事業である。また、実施段階において現地
での運用状況を踏まえ、必要かつ適切なユーザー数となるよう極力予算の削減に勤め、適切な予算執行を実施した。

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－

－

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

Ａ．日本電気株式会社【随意契約】

・８百万円

・指紋認証装置及びライセンスの購入

Ｂ．富士通株式会社【随意契約】

（１）・２百万円

・電信システムの構築及び現地設置作業

Ｅ．日本通運株式会社【見積合わせ】

・０．３百万円

・電信システム用機器一式の運搬

Ｄ．ウィッツェル株式会社【見積合わせ】

・０．９百万円

・サイン認証装置の購入

Ｃ．三菱電気株式会社【随意契約】

（１） ・２百万円

・認証システム用ソフトウェアライセンスの

○外務省

（２） ・０．３百万円

・電信システム用プリンタ設置作業

（２） ・０．９百万円

・サイン認証用装置用ライセンスの購入

Ａ．日本電気株式会社【随意契約】

・８百万円

・指紋認証装置及びライセンスの購入

Ｂ．富士通株式会社【随意契約】

（１）・２百万円

・電信システムの構築及び現地設置作業

Ｅ．日本通運株式会社【見積合わせ】

・０．３百万円

・電信システム用機器一式の運搬

Ｄ．ウィッツェル株式会社【見積合わせ】

・０．９百万円

・サイン認証装置の購入

Ｃ．三菱電気株式会社【随意契約】

（１） ・２百万円

・認証システム用ソフトウェアライセンスの

○外務省

（２） ・０．３百万円

・電信システム用プリンタ設置作業

（２） ・０．９百万円

・サイン認証用装置用ライセンスの購入



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.日本電気株式会社

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

消耗品費 指紋認証装置及びライセンス購入 8

計 8 計 0

B.富士通株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 電信システムの構築及び現地設置作
業

2

計 2 計 0

C.三菱電機株式会社 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

消耗品費 認証システム用ソフトウェアライセンス
購入費

2

計 2 計 0

H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト

Ａブロック

Ｄブロック

－

2 三菱電機株式会社 サイン認証装置用ライセンスの購入 0.9 随意契約 －

Ｃブロック

富士通株式会社 電信システム用プリンタ設置作業 0.3 随意契約

Ｂブロック

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本電気株式会社 指紋認証装置及びライセンスの購入 8 随意契約 －

1 富士通株式会社 電信システムの構築及び現地設置作業 2 随意契約 －

1 三菱電機株式会社 認証システム用ソフトウェアライセンスの購入 2 随意契約 －

1 ウィッツェル株式会社 サイン認証装置購入 0.9 見積り合わせ －

Ｅブロック

1 日本通運株式会社 電信システム用機器一式の運搬 0.3 見積り合わせ －




